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要旨：地震時に近接建物間で生じる衝突を回避するため，建物同士を連結する手法について，

連結による応答低減効果，および，連結部に要求される耐力に着目し，解析的に検討を行な

った。質量が大きく固有周期が短い建物に，質量が小さく固有周期が長い建物を連結すると，

両建物の応答を低減できることを示した。また，連結した建物の弾性解析および弾塑性解析

を行なった結果，連結部にある程度の剛性を確保することにより連結部の必要耐力が低減で

き，設計上合理的であること，さらに，連結部を剛体とみなし必要耐力を簡便に評価できる

ことがわかった。 

キーワード：連結，衝突，必要耐力，地震応答解析 

 

1. はじめに 
過去の地震における被害要因の一つとして，

隣接建物間の衝突が報告されている。その解決

策として，しばしば近接建物同士を連結する手

法が用いられるが，連結部の具体的な設計方法

は存在しないのが実状である。そこで，本論文

では，建物同士を連結することが建物の応答に

与える影響およびその連結部に要求される耐力

の評価に関する検討を行なった。 

 

2. 単層連結建物の応答低減効果 
 応答性状の異なる建物同士を連結することに

よる応答の軽減効果について，連結された建物

の弾性地震応答解析を行い，独立振動時の応答

との比較を行なった。 

2.1. 解析諸元 
 解析モデルとして，図―１に示す剛性 kSのば

ねで連結された二つの一質点せん断系モデルを

用いた。減衰はレーリー型減衰とし 1次と 2次

の減衰定数は 5％とした。入力地震動は El 

Centro 1940NS の 0～25 秒とし，最大速度を

50kineに基準化して用いた。数値積分法として

Newmark-β法(β=1/6)を用い，積分時間刻みを

0.0002秒とした。建物 A･Bの固有周期は低層建

物を想定し，TA=0.46 秒と TB=0.40 秒（固有周

期比 TA/TB=1.15），および TA=0.80秒と TB=0.40

秒（TA/TB=2.0）を設定した。 

2.2. 運動方程式 
 連結された建物の運動方程式は式(1)で与え

られる。 
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 mA,mB：建物 A･Bの質量 

 kA,kB：建物 A･Bの剛性 kS：連結部の剛性 

 ω1,ω2：1次,2次固有円振動数 

 h1,h2：1次,2次減衰定数 
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図―１ 解析建物モデル 
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2.3. 解析結果 
 連結部の剛性を十分に剛であるとし（建物 A

の剛性の 100倍），建物 A･Bの質量比 mB/mAを

1/16，1/8，1/4，1/2，1，2，4，8，16 と設定し

たときの，独立振動時と建物 A･Bを連結したと

きの応答の比を図―２に示す。 

 図―２より，建物 A･B の質量比 mB/mAが小

さい場合には，建物 A の応答の低減は小さく，

建物 Bの応答を増大させること，ならびに建物

A･Bの質量比 mB/mAが大きい場合には，建物 A

の応答は大きく低減され，建物 Bの応答は独立

振動時とほぼ同程度になることがわかる。つま

り，このことは短周期領域での変位応答スペク

トルの一般的な傾向により次のように説明でき

る。本稿で対象とする固有周期比が一定の 2つ

の建物では，連結後の固有周期は建物 A･Bの質

量比 mB/mAに大きく依存し，mB/mAが小のとき

連結後の固有周期は長く，mB/mAが大のとき連

結後の固有周期は短い。短周期領域での変位応

答スペクトルは周期が長くなるにつれて増大す

るため，mB/mAが小のとき応答変位が大きくな

り，mB/mAが大のとき応答変位が小さくなる。

なお，厳密には固有周期比にも依存するが，二

つの建物の固有周期の大小関係が逆転しない限

り，一般的な傾向に変化はない。 

 従って，本稿の解析ケースでは，mB/mAが小

さい建物 A･B を連結する場合には建物 A の剛

性を何らかの補強により高める必要があり，一

方，mB/mAが大きい場合には連結のみで十分な

応答低減効果があると言える。 

 そこで，以下では固有周期が長く質量が小さ

い建物 Aと，固有周期が短く質量が大きい建物

B を連結する場合を対象に，連結部に要求され

る耐力に関する検討を行なう。 

 

3. 連結部を剛体と仮定した場合の必要耐力の
評価方法 

 はじめに，建物 A･Bの連結部の剛性を無限大

と仮定し，静的な力の釣り合いにより，連結部

に要求される耐力を評価する。 

 ある外力により建物 A･B に変形が生じたと

き，建物 A･Bに生じる力の釣り合い（ただし減

衰は無視する）は図―３のように表され，式(2)

で示すことができる。 
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   PA,PB：建物 A･Bの慣性力 

   QA,QB：建物 A･Bの復元力 

   N：連結部の軸力 

以下に，建物 A･Bが弾性挙動する場合と弾塑性

挙動する場合に分け，連結部に要求される最大

軸力の評価方法について議論する。 

3.1. 建物が弾性挙動する場合 
 連結部の剛性が無限大であることから，建物

A・Bの弾性応答変位を等しく xとすると，式(2)

は式(3)のように書くことができる。 
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   kA,kB：建物 A･Bの剛性 

また，建物 A･Bに生じる加速度を等しく aとす

ると，慣性力は式(4)で表される。 
   amPamP BBAA ･･ ======== ,        (4) 

   ｍA,ｍB：建物 A･Bの質量 
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図―２ 連結による応答低減効果 
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従って，連結部の必要耐力は式(5)より得られる。 

   a
kk

kmkmN
BA

ABBA
e ･

・・
++++
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   Ne：建物 A･Bが弾性挙動する場合の連結

部の最大軸力 

3.2. 建物が弾塑性挙動する場合 
 建物 A・B の降伏変形が等しく，ともに降伏

するとき連結部に最大軸力が生じると仮定する

と，式(2)は式(6)のように書くことができる。 
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   QyA,QyB：建物 A･Bの降伏耐力 

従って，連結部の必要耐力は式(7)で得られる。 
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   Nie：建物が弾塑性挙動する場合の連結部

の最大軸力 

以下，式(5)，(7)による評価の妥当性を連結部の

剛性が有限である場合の解析を用いて検証する。 

 

4. 連結部の剛性を有限とした単層連結建物の
解析による検証 

4.1. モーダルアナリシス（弾性解析） 
ここでは，連結部の剛性を有限とした場合に，

連結部に要求される耐力をモーダルアナリシス

により求め，式(5)による連結部の必要耐力と比

較する。なお，解析モデルは 2.1節と同様にし，

建物 A･Bの固有周期比は TA/TB=1.15と TA/TB= 

2.0を仮定した。建物A･Bの質量比はmB/mA =16, 

4, 1，連結部の剛性 kSは建物 Aの剛性 kAのα倍

(α=0.01,0.1,1,10,100)と設定した。 

(1) CQC法による最大耐力の評価 
 単層連結建物の非減衰自由振動の運動方程式

を式(8)に示す。 
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式(8)の固有円振動数をωi
2，および固有モード

ベクトルを{ui}={XAi XBi}T (i=1,2)とおく。図―

４に連結建物の固有モード，図―５に連結建物

の固有円振動数比を示す。図―４に示すように，

1次モードは建物A･Bが同方向に振動するモー

ド，2次モードは建物 A･Bが逆方向に振動する

モードである。図―５より，連結部の剛性によ

っては 1次モードと 2次モードの固有円振動数

が近接することがわかる。 

ここで，応答スペクトルとして加速度一定型を

仮定すると，1 次および 2 次の擬似変位応答ス

ペクトルは式(9)で表される。 

   
2

i

A
Di

SS
ω

====             (9) 

従って，連結部の軸力の 1次および 2次モード

成分は式(10)で得られる。 
   (((( )))) DiBiAiisi SXXkN ・･・ −−−−==== β      (10) 

 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

図―４ 連結建物の固有モード 
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   βi：i次モード刺激係数 

連結部の軸力は図―５に示したように，1 次モ

ードと 2次モードの固有円振動数が近接する場

合があるため，CQC法 1)を用いて連結部の軸力

を算定する。 

maxmaxmaxmaxmax 2112
2
2

2
1 2 NNNNN ρ++++++++====  (11) 

ここで，ρ12はモード相関係数
1)である。 

(2) 解析結果 
 図―６に，連結部の剛性を有限とした時と無

限大とした場合の軸力の比|Nmax/Ne|を示す。図

―６(a)より，建物 A の剛性に対する連結部の

剛性の倍率αが非常に小さい(独立振動に近い)

場合には|Nmax/Ne|は小さく，連結部の剛性が大

きくなるに従って|Nmax/Ne|は大きくなりα=0.5

付近で極大となる。さらにαが大きくなるに従

って|Nmax/Ne|は低下してαが 10 程度以上で 1.0

に収束することがわかる。図―６(b)についても

同様に，連結部の剛性が大きくなるに従って

|Nmax/Ne|は大きくなりα=3.0 付近で極大となり，

αが 20程度以上で 1.0に収束した。以上の結果

はα=0.5（TA/TB=1.15），3.0（TA/TB=2.0）程度

の剛性で連結するより，連結部に作用する軸力

が小さくなること，式(5)により連結部に作用す

る軸力を評価できることを示している。 

 図―７に連結部の軸力と建物Aの応答層せん

断力の比|Nmax/QAmax|を示す。本稿の解析ケース

において，連結部の剛性が十分に大きい場合に

は，質量比 mB/mA＝16，固有周期比 TA/TB=1.15

のとき，連結部に建物Aの応答層せん断力の 0.3

倍程度，質量比 mB/mA＝ 16，固有周期比

TA/TB=2.0のとき，2.8倍程度の軸力が作用する

結果となった。なお，建物の 100倍の軸剛性を

持つ連結部の実現可能性について簡単な検討を

行なった。建物の質量 980kN，固有周期 0.16s，

建物間隔 lを 100mm，ヤング係数 Ec=21GPa（コ

ンクリート），Es=210GPa（鉄骨）と仮定する。

建物の水平剛性と連結部の軸剛性 EsAs/l（コン

クリート），EsAs/l（鉄骨）から断面積 Asを算定

すると，コンクリートの場合 As=7343cm2，鉄骨
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の場合 As=734cm2で，十分実現可能な範囲であ

り，複数箇所で連結すればさらに現実的である

ことがわかる。 

 以上より，弾性応答の場合，連結部の剛性を

十分に大きく確保すれば，連結部の必要耐力を

式(5)により概ね評価できることが確認された。 

4.2. 弾塑性応答解析 
 ここでは，連結部の剛性を有限とした場合に，

連結部に要求される耐力を弾塑性応答解析によ

り求め，式(7)による算定値と比較する。 

(1) 解析諸元 
1) 建物 A･B(図 1)の高さは同一とし，復元力

特性は Takedaモデル 2)を用い，スケルトン

カーブは図－８によるものとする。建物 A･

Bの降伏変形は等しいものとする。 

2) 建物 A･B の降伏変位は耐力に関わらず同

一であると仮定しているので，建物 A･Bの

固有周期比はベースシア係数比 CbB/CbAに

より式(12)で表わすことができる。 
   ABBA CbCbTT // ====       (12) 

   TA,TB：建物 A･Bの固有周期 

   CbA,CbB：建物 A･Bのベースシア係数 

  以下では， 
   (((( ))))11 ≥≥≥≥≥≥≥≥ BAAB TTCbCb //  

とする。すなわち固有周期の長い建物 Aよ

り固有周期の短い建物Bのベースシア係数

が大きいと仮定する。なお，本解析では，

建物 A･B の固有周期は 0.46 秒および 0.4

秒と，0.80 秒および 0.4 秒としたので(2.1.
節)，ベースシア係数比 CbB/CbAは 0.75 と

0.25となる。 

3) 建物 Bの独立振動時の最大塑性率がある特

定の値（許容塑性率μB*）になるようにベ

ースシア係数を設定する。 

4) 連結部は弾性挙動するものとし，剛性 ksは

前節の弾性応答解析と同様に建物Aの剛性

kAのα倍とする。 

5) 入力地震動は El Centro 1940NSの 0～25秒

とし，最大速度を 50kineに基準化して用い

た。数値積分法は Newmark-β法(β=1/6)を

用い，積分時間刻みを 0.0002秒とした。 

(2) 解析結果 
 建物 Aと Bの質量比は mB/mA =16, 4, 1，連結

部の剛性 kSは建物 A の剛性 kAのα倍(α=0.01, 

0.1, 1, 10, 100)，建物 Bの許容塑性率μB*は 2.0

として地震応答解析を行った。 

 図－９(a)，(b)に，固有周期比 TA/TBが 1.15

と 2.0 の場合について，式(7)より得られる連結

部の剛性が無限大のときの必要耐力と，弾塑性

応答解析から得られた連結部の剛性が有限のと

きの最大軸力の比|Nmax/Nie|を示す。図－９(a)，

(b)より建物 A の剛性に対する連結部の剛性の

倍率αが非常に小さい場合には，|Nmax/Nie|は小

さくなることがわかる。また，αが大きくなる

に従って|Nmax/Nie|は大きくなり，TA/TB=1.15 の

場合はα=0.3 付近，TA/TB=2.0 の場合はα=1.0

付近で極大となる。さらにαが大きくなるに従

い最大軸力の比|Nmax/Nie|は低下して，1.0に収束

していることがわかる。 

 図―１０(a)，(b)に連結部に要求される耐力

を建物 Aの降伏耐力と比較して示す。図―１０

(a)，(b)より，本稿の解析ケースでは，連結部

の剛性が十分大きい場合には，質量比 mB/mA＝

16，固有周期比 TA/TB=1.15の場合は建物 Aの降

伏耐力の 0.3倍程度，TA/TB=2.0の場合は 3.0倍

程度の軸力が連結部に作用し，4.1節で得られた

|Nmax/QAmax|の値とほぼ等しい値を示す結果とな

った。この連結部に作用する軸力（連結部の必

要耐力）レベルは，質量比と固有周期比により

建物の耐力との関係も定量的に評価することが

可能であるが，これについては稿を改めて報告

 
 
 
 
 
 
 
 
  Qy：降伏耐力，k:弾性剛性，dy：降伏変位 

図―８ 復元力特性 
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する。さらに，連結部の剛性を十分確保するこ

とにより，固有周期比 TA/TBが 1.15の場合と 2.0

の場合,それぞれα=0.5，1.0 程度の剛性で連結

するよりも，連結部に作用する軸力が大幅に小

さくなることが分かった。 

 以上より，弾塑性応答する建物の場合でも，

弾性解析と同様の傾向が得られ，連結部の剛性

を十分大きく確保すれば，連結部の必要耐力を

式(7)により概ね評価できることが確認された。

さらに，連結部の剛性を大きくすることは，必

要耐力の低減につながることが明らかになった。 

 

5. まとめ 
 隣接建物同士を連結する手法に関して，連結

が建物に与える影響および連結部に要求される

耐力について検討した。その結果，本稿の解析

ケースにおいては，以下のことがわかった。 

1)固有周期が短く質量が小さい建物と，固有周

期が長く質量が大きい建物を連結する場合，

質量が小さい建物の応答を増大させるが，固

有周期が短く質量が大きい建物と，固有周期

が長く質量が小さい建物を連結する場合，応

答軽減効果がある。 

2)建物を連結する際，連結部の剛性を十分確保

すれば，連結部を剛体と仮定し静的な力の釣

り合いから必要耐力の評価が概ね可能である。 

3)連結部の剛性を十分確保することにより，連

結部の必要耐力を低減することができる。 
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図―９ 連結部の必要耐力 
（剛性が有限／無限大） 
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図―１０ 連結部の必要耐力(TA/TB=2.0) 
（連結部の軸力／建物 Aの降伏耐力） 
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